
平成１８年度事業について

（１） 暴力防止プログラムの提供事業

昨年度に引き続き文部科学省の委託事業を受け２２講座開催した。

委託事業でないと実現が難しい離島でのワークショップでは八重山で八重山

高校の高校生のためのワークショップ、渡名喜島でも就学前の親のためのワ

ークショップを実施することが出来た。

又、那覇市の NPO 活動支援基金を受けて那覇市内の小・中・高校へ教職員ワ

ークショップ普及のための CD を配布し、５校で教職員ワークショップを実

施することが出来た。今年度は教育委員会が企画した教職員ワークショップ

も増えたため、教職員ワークショップの実施は全部で 11 回となった。

うるま市のこども家庭課での委託事業も 2003 年の石川市から継続しており、

今帰仁村の教育委員会は村内の各小学校でのワークショップを予算化し全校

での実施も 2 年目となった。

（２） 子どもへの暴力防止についての学習・啓発活動

今年度はおきなわＣＡＰセンターの１０周年事業として、記念シンポジウム

を開催することが出来た。

（３）子どもへの暴力防止プログラムを提供する人のための人材育成事業

今年度はミニ講座への参加者の要望で養成講座を平日の午前中に設定、フォ

ローアップ講座は土・日曜日に託児をつけて実施したため、安心して参加し

てもらうことが出来たことが、アクティブメンバーへとつながっている。

（４）地域ネットワーク事業

県社会福祉協議会のボランティア活動推進校のプロジェクトや県教育委員会、

那覇市社会福祉協議会、児童家庭課との連携や要保護児童対策地域協議会代

表者会議への参加、うないフェスティバルや NPO 月間と出会い市、団塊フェ

スティバルへも参加した。

（５）ＣＡＰに関する広報事業

通信は今年度１０周年記念号として年３回、ページを増やして発行した。

那覇市社会福祉協議会の赤い羽根助成金により「IT 事業の強化整備事業」に

よる助成金で新しいパソコンを購入、ホームページの立ち上げと更新により

外部の方のアクセスやメンバーの使い勝手も良くなった。

沖縄タイムスほーむぷらざに 1 年間の連載「ＣＡＰ＋ｎａｖｉ」をした。
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平成 1８年度事業報告書

平成 1８年 4 月 1 日から平成 1９年 3 月 31 日まで

特定非営利活動法人 おきなわＣＡＰセンター

１ 事業の成果

ＣＡＰ（Child Assault Prevention）子どもへの暴力防止プログラムを実施して１

０年を迎え、ワークショップを実施する事も定着し、ＣＡＰに対する認知度も増え

てきた。毎年継続して行う学校や教育委員会が教職員を対象に実施する事も増えて

きた。今帰仁村教育委員会は今年度も予算化し村内全小学校で実施出来た事、養護

施設や障がいのある子どもたちへのワークショップが実施できたことも特筆される。

又、社会福祉協議会や子ども家庭課とのつながりも安定し、要保護児童対策会議

の一員としての立場も確立できた。文部科学省の委託を受けて家庭教育支援総合推

進事業は２年目を迎え、２２講座を実施する事が出来た。

２ 特定非営利活動に係る事業の実施に関する事項
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